


























　表 1 ～ 3 でアメリカと日本のデータを出しました。アメリカのデータはちょっと古いのですが，
1990 年の雇用数と 1995 年の雇用数の合計を見ていただきますと，5 年間で 685 万人増えています。
この雇用者数が増えた分のうちどれだけ中小企業が貢献しているか，それを見るには 1995 年時点
で中小企業が雇用のどれだけを占めているかではなく，90 年時点で中小企業だった企業が 95 年ま
での間にどれだけ雇用を増やしたかを見なくてはなりません。1 ～ 4 人規模を例にとると，1990 年
時点で 1 ～ 4 人だった企業は 1995 年には 188 万人増やしました。1990 年時点で 1 ～ 4 人だった企




館，2015 年），『複眼的中小企業論』（同友館，2012 年），『中小企業政策』（日本経済評論社，2006 年），『中小企業
政策の総括と提言』（同友館，1997 年）。
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表 1　企業規模別雇用者数の変化（アメリカ：1990 年→ 1995 年）　上段：万人，（ ）：％
1990 年時点での企業の雇用者規模


























































出典）米国中小企業庁「アメリカ中小企業白書 1998 年版」（中小企業総合研究機構訳，同友館発行）：表 2. 2 を再加工
　一番右側は 1990 年時点で 500 人未満だった企業が 95 年までの間に増やした雇用数が示されてい
ます。1990 年に 5,012 万人だった雇用数は 1995 年には 5,536 万人，524 万人，雇用を生み出してい










　では日本の場合はどうでしょうか。表 2 をみてください。1991 年から 2001 年の間に，1 ～ 5 人
規模の企業では，303 万人雇用を増やす一方，192 万人雇用を減らしました。純増減でいうと 111
万人の増でした。一番下を見ますと，総合計では 24 万人の純減ですが，1 ～ 5 人という零細企業
は純増させているのです。6 ～ 20 人もかろうじて増です。全体では雇用者を減らしている中，小
零細企業が雇用を増やしているのです。
　表 2 は既存の事業所における雇用の増減を示していますが，表 3 は，新設・廃業事業所による雇
用変動状況を表したものです。企業は開業によって人を増やし，廃業によって人を減らします。こ








表 2　存続事業所の雇用変動（非一次産業計）1991 → 2001 年
従業者規模（人） 雇用創出（万人） 雇用創出率（％） 雇用喪失（万人） 雇用喪失率（％） 純増減（万人）
5 人 303 30.3 192 19.2 111
6 ～ 20 人 286 19.4 281 19.1 5
21 ～ 50 人 151 14.9 178 17.7 ▲ 27
51 ～ 100 人 82 13.8 108 18.3 ▲ 26
101 ～ 300 人 83 12.4 124 18.5 ▲ 41
301 人～ 63 10.4 109 17.9 ▲ 46
計 968 ― 992 ― ▲ 24
出典）中小企業庁編「中小企業白書 2005 年版」：第 3-3-2 図エクセル版より抜粋
表 3　新設・廃業事業所による雇用変動状況（非一次産業計）1991 → 2001 年
雇用創出（万人） 創出率（％） 雇用喪失（万人） 喪失率（％） 純増減（万人）
存続事業所 969 18.1 993 18.5 ▲ 24
新設事業所 805 15.0 0 0.0 805
廃業事業所 0 0.0 672 12.5 ▲ 672
計 1,774 ― 1,665 ― 109





　次の問題は，雇用の質です。表 4 の賃金格差①は，2015 年の連合白書からとりました，1,000 人
以上と 10 ～ 99 人の月額賃金格差の数字です。1997 年・1998 年では，1,000 人以上のほうが 1 万




1997 年 1998 年 2013 年
1,000 人以上 33.18 万円 ― 31.57 万円
10 ～ 99 人 ― 31.63 万円 28.11 万円
格差 ― 1.55 万円 3.46 万円
　　　 賃金格差②　2015 年 7 月 15 日厚生労働省発表
2015 年の中小企業（従業員 30 人未満）の賃金上昇率は 0.9％（6 月1日現在），前年を0.2％
ポイント下回り，上昇率は 6 年ぶりに前年を下回った。一方，大手企業の春の賃上げは 17 年ぶ
りの高水準でベースアップと定期昇給をあわせた賃上げ率は 2.59％となり98 年実績（2.62％）





近，印象的な記事が『朝日新聞』（2015 年 9 月 21 日付）に出ていました。今年の最低賃金は全国
平均で前年比 18 円増の 798 円に引き上げられましたが，これについて『朝日新聞』が中小企業 50
社に対して，どう考えているかということをアンケート調査したのです。そうしたら，最低賃金は



































した 1 人当たり実質付加価値額 × 価格変動による生産物 1 単位当たりの付加価値増減率〉になり
ます。価格変動の影響を排除した 1 人当たり実質付加価値額とは，実質生産性と呼ばれます。「中













注額と受注単価の推移を表した図 1 を示します。これは私が計算したものです。2005 年まで，中
小企業庁が下請企業短期動向調査を行っていたのです。毎月ハガキで，「下請単価は去年の同時期
と比べて上がりましたか，下がりましたか」ということを聞いています。6 月に関して受注単価の
推移を見たものです。上のほうが受注単価ですが，1990 年から 2005 年の間の 15 年間に，半分に











































33.9％，横ばいの企業が 8.2％です。2007 年はまだ景気がよかったので増収企業が 57.8％を占めて
いますが，2008 年のリーマンショックで，2009 年には 13.7％に減りました。その後，少し回復に
向かっていったのですが，2012 年になりますと，増収企業割合が 2011 年より減っています。2013
年もさらに減りました。
表 5　トヨタグループ下請売上状況（一次・二次下請先合計）　　　　　　  単位：％
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
2007 ～
2013
増収した企業 57.8 40.6 13.7 53.2 56.9 48.7 40.7 27.7
減収した企業 33.9 51.9 80.4 38.9 34.3 39.2 42.0 70.5



















　一番右側の欄は，2007 年と 2013 年を比べてみたものです。2013 年の売上が 2007 年より多い企
業はわずか 27.7％であり，逆に 2013 年のほうが 2007 年より売上が低い企業が 70.5％もあるわけで


















　トヨタは去年（2014 年）10 月から今年（2015 年）9 月までの納入分について，取引先に下請単
価の引き下げを要請しませんでした。自動車産業というのは，だいたい半年に 1 回，単価ダウンを













どんな問題も中小企業の立場で考えていく」。これは “Think small first” とほとんど同じです。
　ところが，先ほどの川野さんの ILO 総会のご報告では，中小企業は弱いのだから，労働条件を
向上させる場合でも中小企業は例外にしてくれといった意味で “Think small first” が使われてい
るとうかがいました。それだと “Think small first” の意味あいが違う，誤解を生むといけないか
ら，川野さんたちはその削減を要求したというお話でした。








ことではないのです。これが本来の “Think small first” なのです。ですから，次回からの ILO の
総会では，もう一度この “Think small first” の意味をしっかりと定義した上で議論していただけ
ればと思います。以上で終わらせていただきます。（拍手）
